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最近の道内景気は、低水準ながら持ち直している。

需要面をみると、住宅投資は低い水準ではあるが、前年を上回って推移している。輸出

は、アジア・北米・中南米向けなどが増加している。設備投資は下げ止まりつつある。個人

消費は、耐久消費財の一部に政策効果が見られるが、消費者の節約志向などから弱い動きと

なっている。公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

生産活動は、在庫調整が進み持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数と

もに前年を上回った。企業倒産は、件数は前年を下回っているが、負債総額は大型倒産など

により増加した。

%

百貨店� スーパー� コンビニエンスストア�

3210/112111098765409/3
-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

百貨店等販売額
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

持家� 貸家� 給与� 前年同月比（右目盛）�分譲�

3

千戸� ％�

0

1

2

3

4

-80

-40

0

40

80

210/112111098765409/3

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

①個人消費～弱い動き

３月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲３．５％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲３．５％）は、主力の衣料

品、飲食料品ほかすべての品目が前年を下回

った。スーパー（同▲３．５％）は、主力の飲

食料品ほかすべての品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲２．２％）

は、１１ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～５ヶ月連続の増加

３月の新設住宅着工戸数は、２，３８４戸（前

年比＋２２．２％）と５ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲２０．０％）は

減少したものの、持家（同▲０．３％）はほぼ

横ばい、貸家（同＋３９．４％）は増加した。

平成２１年度（昨年４月からの累計）の着工

戸数は、２７，６１６戸（前年同期比▲２３．４％）と

前年を大きく下回った。利用関係別でも、持

家（同▲８．３％）、貸家（同▲２７．８％）、分譲

（同▲４１．９％）のいずれも前年を下回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～前年比４ヶ月連続の上昇

３月の鉱工業生産指数は、前月比▲３．６％

と２ヶ月連続の低下、前年比では＋１５．６％と

４ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ電気機械工業や鉄

鋼業、輸送機械工業などが上昇し、食料品工

業や印刷業、化学工業などが低下した。

④公共投資～２ヶ月ぶりに減少

３月の公共工事請負金額は、１，０２６億円

（前年比▲２．６％）と２ヶ月ぶりに前年を下回

った。

発注者別では、市町村（前年比＋４７．４％）

が前年を上回り、国（同▲１３．１％）、道（同

▲１０．７％）が前年を下回った。

平成２１年度（昨年４月からの累計）は、請

負金額９，３７７億円（前年同期比＋９．３％）と前

年を上回った。

⑤雇用情勢～厳しい状況

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３９倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．０１ポイント上昇した。前年比は２ヶ月

連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比８．０％増加し２ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、医療

・福祉（前年比＋１３．８％）やサービス業（同

＋１０．８％）、卸・小売業（同＋１０．５％）など

が増加し、建設業（同▲１５．３％）などが減少

した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～前年を下回る

３月の来道客数は、９１１千人（前年比

▲３．１％）と２ヶ月ぶりに前年を下回った。

東京、大阪などからの航空機利用による来道

客数が減少した。

平成２１年度（昨年４月からの累計）の来道

客数は、新型インフルエンザの影響や国内観

光需要の低迷などにより１１，５３９千人（前年同

期比▲５．８％）と前年を下回った。

⑦貿易動向～輸出は５ヶ月連続の増加

３月の道内貿易額は、輸出が前年比２８．９％

増の２９４億円、輸入が同２５．３％増の９６７億円と

なった。

輸出は、一般機械や自動車の部分品、船舶

などが増加し５ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、とうもろ

こしなどが増加し、３ヶ月連続して前年を上

回った。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

４月の企業倒産は、件数は４５件（前年比

▲１９．６％）、負債総額は２２１億円（同＋５１．４％）

と件数は前年を下回ったものの、負債総額は

大型倒産などにより前年を上回った。

業種別では、建設業１７件、製造業８件、サ

ービス・他５件、卸売業、運輸業各４件など

となった。

道内経済の動き
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（プラス７、「過剰企

業」－「不足企業」）は前年同期より１０

ポイント低下した。全業種で低下し、過

剰感はいくぶん和らいだ。

２．新規採用状況

今春、「新卒者を採用した企業」（３３％）

は前年より３ポイント上昇し、低水準な

がら持ち直した。

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（マイナス５、「増員する

企業」－「減員する企業」）は、前年同

期に比べ１０ポイント上昇した。依然とし

て抑制志向は強いものの、食料品製造

業、小売業など一部の業種には人員確保

の動きも見られる。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送により直接回収。

調査内容
平成２２年度の新規採用と雇用動向について

判断時点
平成２２年４月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４９６ １００．０％
札幌市 １９８ ３９．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １１０ ２２．２
道 南 ４４ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６２ １２．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ８２ １６．５ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４９６ ７４．１％
製 造 業 １８２ １３５ ７４．２
食 料 品 ５７ ４３ ７５．４
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２３ ７１．９
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３６ ７３．５
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ３３ ７５．０
非 製 造 業 ４８７ ３６１ ７４．１
建 設 業 １４５ １１１ ７６．６
卸 売 業 ８９ ６４ ７１．９
小 売 業 ９６ ６９ ７１．９
運 輸 業 ５３ ３９ ７３．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２４ ８０．０
その他の非製造業 ７４ ５４ ７３．０

特別調査

人員の過剰感いくぶん和らぐ
平成２２年度道内企業の新規採用と雇用動向

要 約

調 査 要 項
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〈表１〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感
雇用人員判断DI（＋７）は前年比１０ポイント低下し、過剰感は
いくぶん和らぐ

�新規採用状況
採用企業（３３％）は３ポイント上昇。「採用数増加」企業は１９％、
「採用数減少」企業は９％

�新規採用内定者の評価 「良い人材を採用できた」企業（５５％）は前年比５ポイント上昇

�採用予定人数に対しての充足率 「予定通り」の企業（８５％）が８割台半ば

�採用する際の重視項目 「積極性」（８０％）、「責任感」（６７％）、「協調性」（６２％）の順

�企業の新規採用決定要因
「業績推移を重視」（４５％）、「年齢構成の改善」（４１％）、「人材確保
の好機」（３２％）の順

�新規採用実施企業の中途採用計画
（３３％、１６５社）

「必要あれば実施」（５７％、９４社）が前年比１０ポイント上昇

�新規採用しなかった企業の理由
（６７％、３２９社）

「現従業員で十分」（６３％、２０７社）、「随時、中途採用」（４３％、１４１
社）が上位

	今後一年間の従業員の増減見通し
雇用方針DI（△５）は前年比１０ポイント上昇し、抑制基調が和
らぐ

＜図１＞雇用人員判断DI ＜図２＞新規採用企業数（％）

特別調査
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＜図3＞従業員の過不足感�
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木材・木製品�

鉄鋼・金属�
製品・機械�

その他の�
製 造 業�

採用した� その他の�
非製造業�

採用しない�

採用数を増やした�

採用数は変わらない�

採用数を減らした�

31
2

35
65

12 9 9

30
70

17 3

39
61

19

12 3

21
79

6

21 3

29
71

5

22 10

38
62

6

19 8

42
58

15

10 3

13
87

29

58
42

218

17 9

35
65

9

�

2
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ５５
（５０）

５９
（５５）

７１
（５８）

１７
（５０）

５９
（６０）

７１
（５０）

５４
（４８）

５５
（５６）

４５
（４８）

６１
（５６）

２５
（４３）

５０
（２９）

６２
（３８）

�従来と変わらない ４４
（４７）

３８
（３９）

２９
（２５）

８３
（５０）

３３
（４０）

２９
（５０）

４６
（５０）

４５
（４０）

５５
（５２）

３９
（４４）

７５
（４３）

５０
（７１）

３８
（６２）

�良い人材を採用できず １
（３）

３
（６）

－
（１７）

－
（－）

８
（－）

－
（－）

－
（２）

－
（４）

－
（－）

－
（－）

－
（１４）

－
（－）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�予定どおり ８５
（８２）

８９
（７９）

９３
（６７）

８３
（８０）

８４
（８２）

１００
（９０）

８３
（８４）

８３
（７１）

９０
（９５）

７４
（７９）

１００
（１００）

９１
（１００）

７５
（８１）

�９割台 ３ ３ － － ８ － ４ － － ４ － ９ １３

�７～８割台 ６ ３ － １７ － － ７ １１ ５ １１ － － ６

�５～６割台 ４ ３ ７ － － － ４ ３ ５ ７ － － ６

�３～４割台 １ － － － － － １ － － ４ － － －

�１～２割台 － － － － － － － － － － － － －

�１割未満 １ ２ － － ８ － １ ３ － － － － －

〈表２〉新規採用内定者の評価
（単位：％）

（ ）内は前年実績

〈表３〉採用予定人数に対しての充足率
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�積極性
①
８０
（８０）

①
８５
（８１）

①
９３
（８３）

①
７５
（６７）

①
８６
（８３）

①
８０
（８２）

①
７９
（８０）

①
８０
（８３）

①
６７
（８３）

①
８２
（８３）

①
８０
（６７）

①
８５
（７５）

①
８１
（７５）

�責任感
②
６７
（７７）

②
６８
（７６）

②
６０
（７５）

④
５０
（８３）

①
８６
（７５）

③
７０
（７３）

②
６７
（７８）

②
６６
（８３）

②
５８
（９６）

②
７５
（６７）

①
８０
（８９）

②
６９
（３８）

③
６２
（７５）

�協調性
③
６２
（７１）

③
６２
（８５）

３３
（７５）

②
６３
（１００）

③
７９
（９２）

①
８０
（８２）

③
６３
（６６）

②
６６
（７９）

②
５８
（７０）

③
６４
（４２）

①
８０
（６７）

５４
（８８）

③
６２
（６３）

�誠実性 ５４
（６３）

５３
（７１）

②
６０
（９２）

②
６３
（５０）

４３
（６７）

５０
（６４）

５５
（６１）

５４
（６２）

④
５０
（７０）

４３
（５８）

４０
（８９）

②
６９
（３８）

②
７１
（４４）

�コミュニケーション能
力 ４９

（３６）
４５
（３４）

④
４７
（２５）

３８
（３３）

３６
（２５）

④
６０
（５５）

５０
（３７）

④
６０
（３１）

④
５０
（３５）

３２
（４６）

④
６０
（２２）

②
６９
（３８）

４３
（４４）

�一般常識 ４０
（４９）

２８
（４２）

１３
（４２）

３８
（１７）

２９
（３３）

４０
（６４）

４４
（５１）

５１
（４８）

４６
（６５）

２５
（３８）

④
６０
（５６）

②
６９
（６３）

３８
（５０）

�自立性 ２４
（２５）

２６
（４２）

１３
（３３）

④
５０
（５０）

２９
（５０）

２０
（３６）

２３
（１８）

２０
（２４）

２９
（１７）

２９
（１７）

２０
（１１）

１５
（１３）

１９
（１９）

�専門知識 ２０
（２４）

３２
（１７）

２０
（８）

１３
（３３）

④
５７
（１７）

３０
（１８）

１５
（２７）

２３
（３５）

８
（２２）

７
（１７）

４０
（３３）

８
（１３）

１９
（３８）

	地元出身者である ９
（９）

１５
（７）

２７
（８）

２５
（－）

－
（８）

１０
（９）

７
（１０）

３
（１０）

８
（４）

１４
（８）

２０
（－）

－
（３８）

５
（１３）


公的資格がある ７
（９）

２
（２）

７
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（９）

９
（１２）

９
（３）

４
（４）

７
（１７）

－
（２２）

－
（－）

２４
（３１）

�リーダーシップ ７
（１２）

９
（１７）

１３
（３３）

１３
（１７）

－
（８）

１０
（９）

６
（１０）

９
（７）

１３
（４）

４
（２１）

－
（２２）

－
（－）

５
（６）

�学業成績 ５
（７）

－
（７）

－
（１７）

－
（１７）

－
（－）

－
（－）

６
（７）

１４
（１７）

４
（－）

４
（４）

－
（－）

８
（１３）

－
（６）

その他 ２
（４）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

３
（６）

３
（７）

４
（４）

４
（４）

－
（－）

８
（１３）

－
（６）

〈表４〉採用する際の重視項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６７／本文　※柱に注意！／００４～０１０　特別調査  2010.05.21 14.32.42  Page 8 



（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�業績の推移を重視
①
４５
（４６）

①
５２
（４８）

②
４７
（５４）

③
３０
（５０）

①
６９
（３９）

①
５５
（５０）

①
４３
（４５）

①
４７
（３５）

③
３６
（４８）

①
５０
（４８）

１４
（４０）

②
５４
（５０）

③
３６
（５３）

�年齢構成の改善を図
る

②
４１
（３６）

②
３９
（４５）

③
４１
（４６）

③
３０
（１７）

②
３８
（４６）

②
４６
（６０）

②
４２
（３２）

②
４４
（４１）

②
４０
（２４）

③
３３
（２２）

②
４３
（４０）

③
４６
（３０）

①
５０
（４１）

�人材確保の好機であ
る

③
３２
（３３）

１９
（３３）

１８
（３１）

２０
（１７）

２５
（３９）

９
（４０）

③
３７
（３２）

③
３８
（３５）

③
３６
（３２）

②
４０
（４８）

１４
（－）

２３
（２０）

①
５０
（２９）

�生産販売部門の強化
を図る ２８

（２５）

②
３９
（３８）

①
５３
（２３）

②
４０
（５０）

２５
（４６）

③
３６
（４０）

２４
（２０）

２４
（１０）

①
４４
（２８）

１７
（３０）

１４
（２０）

１５
（１０）

１８
（１８）

�退職者の補充にとど
める ２６

（３１）
２８
（２６）

２９
（２３）

２０
（３３）

③
３１
（３１）

２７
（２０）

２５
（３３）

１５
（２８）

２８
（３６）

１３
（３０）

①
７１
（４０）

①
６９
（７０）

１４
（１８）

�将来の人手不足に備
える ２４

（２５）
２８
（２９）

２４
（３１）

①
５０
（３３）

２５
（３１）

１８
（２０）

２３
（２４）

２４
（５５）

２０
（１６）

２７
（７）

１４
（２０）

８
（１０）

３２
（１８）

�景気動向を重視 １５
（１６）

１５
（１４）

６
（８）

１０
（－）

１９
（２３）

２７
（２０）

１５
（１６）

２１
（２４）

４
（１２）

１７
（４）

１４
（４０）

８
（２０）

２３
（１２）

�事業の拡大を図る １０
（１４）

９
（１４）

１２
（１５）

１０
（－）

１３
（１５）

－
（２０）

１０
（１４）

９
（１７）

１６
（１２）

１７
（２２）

－
（１０）

－
（－）

５
（６）

	その他 １
（１）

－
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（８）

－
（－）

２
（１）

３
（－）

－
（－）

３
（－）

－
（１０）

－
（－）

－
（－）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�必要あれば随時、中途
採用をする

５７
（４７）

５６
（５２）

５３
（６９）

６０
（１７）

６３
（５４）

４６
（５０）

５７
（４５）

５５
（４２）

４８
（４０）

６０
（４８）

５７
（４０）

６９
（３４）

５９
（６５）

�中途採用はしない １４
（１２）

１３
（５）

１８
（８）

２０
（－）

６
（８）

９
（－）

１５
（１４）

３
（９）

２４
（１６）

２０
（１１）

１４
（２０）

２３
（３３）

１４
（１２）

�未定 ２９
（４１）

３１
（４３）

２９
（２３）

２０
（８３）

３１
（３８）

４５
（５０）

２８
（４１）

４２
（４９）

２８
（４４）

２０
（４１）

２９
（４０）

８
（３３）

２７
（２３）

〈表５〉企業の新規採用決定要因（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表６〉新規採用実施企業の中途採用計画
（単位：％）

（ ）内は前年実績
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�現従業員で十分
①
６３
（７２）

①
６４
（６９）

②
５４
（６３）

①
５６
（６３）

①
６４
（７１）

①
８１
（８１）

①
６３
（７３）

①
６２
（８０）

①
７０
（７８）

①
６１
（６２）

①
６５
（６４）

①
５５
（５３）

①
５７
（７３）

�随時、中途採用する
②
４３
（３４）

②
５０
（３６）

①
６４
（４７）

③
２５
（２５）

②
４６
（３３）

②
５４
（２９）

②
４０
（３４）

③
３２
（２６）

②
４０
（３０）

②
４６
（３５）

②
５０
（５２）

２７
（５３）

②
４６
（３３）

�パート・アルバイトを
活用する

③
２１
（１５）

③
２４
（１６）

③
３６
（２２）

１９
（１３）

③
１４
（－）

③
２３
（２４）

２０
（１５）

８
（７）

③
１８
（１５）

③
３７
（３８）

③
１２
（４）

①
５５
（４０）

③
２９
（１０）

�採用する余裕がない １９
（２４）

１３
（２４）

４
（９）

②
４４
（５０）

５
（２４）

１２
（２９）

③
２１
（２３）

②
３４
（３０）

１０
（２０）

１２
（２４）

③
１２
（８）

③
３６
（４７）

１７
（７）

�教育・訓練に時間がか
かる １２

（９）
１１
（４）

１４
（－）

６
（６）

③
１４
（１０）

８
（５）

１２
（１１）

１４
（１４）

１５
（１３）

１０
（８）

９
（１６）

９
（７）

１１
（－）

�募集したが、人材がい
なかった ３

（２）
２
（３）

－
（３）

－
（６）

９
（－）

－
（５）

３
（２）

６
（２）

－
（－）

５
（３）

－
（－）

－
（７）

－
（－）

�その他 ２
（２）

２
（４）

－
（３）

－
（６）

－
（１０）

８
（－）

２
（１）

５
（－）

３
（－）

－
（３）

－
（－）

－
（－）

－
（３）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する １４ １７ ２８ ９ ２０ ６ １３ １１ １３ ２３ １３ ０ １１

	変わらない ６７ ６６ ６３ ６９ ６３ ７０ ６７ ５９ ６６ ６５ ６９ ７９ ７８


減少する １９ １７ ９ ２２ １７ ２４ ２０ ３０ ２１ １２ １８ ２１ １１

DI（A－C） △５ ０ １９ △１３ ３ △１８ △７ △１９ △８ １１ △５ △２１ ０

前年同時期DI △１５ △８ △２ ０ △３ △２６ △１８ △２１ △１４ △１５ △１８ △３２ △１７

〈表７〉新規採用しなかった企業の理由（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位 （ ）内は前年実績

〈表８〉今後１年間の従業員の増減見通し
（単位：％）
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今回の調査では、業況の持ち直しに伴い雇用の過剰感はいくぶん和らいだものの、今後に

ついては引き続き抑制方針となりました。厳しい業況が続くなか、企業は即戦力となる人材

を厳選する姿勢を強めています。また、業種や職種によっては「求める人材からの応募がな

い」、「採用しても定着しない」という悩みを抱える企業がある一方で、「例年より優秀な人

材を採用できた」企業も多く見られました。全体としては内定者への評価や採用予定人数に

対する充足率など、前年を上回り企業にとっては採用の好機であったようです。

以下に雇用の問題点や方針など、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞

新人教育にかかる時間と費用が非常に重荷

である。利益の中から教育費を出しているた

め、利益が減少したうえに途中退職などがあ

ると、会社としては非常にマイナスである。

＜水産加工業＞

当業界は「３K」（きつい・汚い・危険）で

あり、女性加工員の応募が少ない。そのため

７年前より中国人の研修生・実習生制度を取

り入れ、現在２１人の中国人女性が働いてい

る。

＜製パン業＞

今年度は積極的な採用を行ない、当初の予

想より優秀な人材を確保できた。好景気時に

は当社を選択肢に入れなかったであろうレベ

ルの人材が多数面接に来たことは、大きなチ

ャンスであった。人件費が利益を圧迫してい

るが、この１～２年は世代交代のための引継

ぎ期間と考えている。

＜機械製造業＞

専門職を配置するのではなく、全員が他業

務をフォローできる体制をとり、限られた人

数で業務の効率化を図りたい。

＜木製建具製造業＞

昨年末に３名退職したが、廃業した同業者

から３０代の技術者を紹介され、新たに採用し

た。人柄、技術ともに申し分なく、即戦力と

して活躍しているのが心強い。１人の技術者

を育てるのに５～１０年かかるので、１７年のキ

ャリアのある人材加入は大きい。

＜金属製造業＞

新規採用を継続したいが、業績が低迷して

いるため現従業員で精一杯である。従来手厚

い支援を実施していた研修・教育も、給料で

の分配を求める従業員からの反発により、多

くが中止されている。

＜車体製造業＞

受注状況に合わせて人件費の調整を図る目

的で、当面は、不足人員は有期雇用のパート

・アルバイトで対応予定である。ただしその

中で有望な職員については、常用に切り替え

る。

＜設備工事業＞

派遣社員を減らすことを検討している。ま

た、拠点間の異動を活発にし、業況の少しで

も良い支店（東京など）に重点的に戦力を投

入する。

経営のポイント

企業にとっては採用の好機
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞

工事件数が減少する中、技術職の人数は多

いのが現状である。しかし一方で、請負金額

に関わらず必要書類の作成事務があるうえ、

国際標準規格（ISO）の書類作成もあるた

め、事務系の職員数は不足しており、バラン

スが悪い。

＜電気設備工事＞

今期２名の新入社員を採用したが、２名と

も退職した。本人の問題だけではないと思わ

れるが、ここ２～３年の新入社員は、今まで

とは異なった印象を受ける。どのような対応

をすればいいか模索中である。

＜左官業＞

厳しい業況の中、新規雇用は大きな負担だ

が、後継者育成のために毎年求人を出してい

る。しかし、ここ２年は、悪い条件ではない

と思うが応募がない。職人の高齢化や後継者

不足による事業の先細りが心配である。

＜管工事業＞

経営環境の変化により、十分な従業員教育

を行う余裕がないため、すぐに自立し責任あ

る行動ができる人材が求められる。

＜左官材料卸売業＞

昨年は新規採用を実施したため、職場に活

気がでた。完工高は下がったが、利益は上向

きだった。

＜水道機材卸売業＞

中小企業の常の悩みだが、業績動向が見通

せないゆえ定期的な採用はできない。とりあ

えず１～２人、しかも中途の採用になってし

まう。

＜自動車販売業＞

整備職は専門性が強いこともあり、人材確

保は困難な状況にある。単身者の一人暮らし

をまかなえるほどの給与が支払えないため、

地元出身者を優先して採用しているが、働き

出しても続かないのが大きな問題である。

＜木材店＞

社員を雇いたいが余裕がない。社員を増や

して攻めに出るか、業績が安定してから社員

を雇うか、悩むところだ。

＜建材販売＞

最近の新卒者の中には、実際の仕事と自分

の理想とのギャップが大きく、退職する人も

多い。当社では、素直な人材を選び、「知識

・技能を学べば、実績はその後ついてくる」

と教えている。

＜大型書店＞

今年から、新卒採用をアルバイト勤務者優

先に切り替えた。業績アップには良い人材が

必要なため、人材確保と教育を優先させ、経

営環境の変化に対応している。

経営のポイント
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＜冷熱機器販売＞

中長期的な従業員の年齢構成の重要さは理

解しているが、現状では、これまでがんばっ

てきた現従業員の雇用を守ることが優先す

る。

＜事務機器販売＞

何人か中途採用したが、思うような人材が

なかなかいない。責任の大きい仕事を嫌う人

が増えているように感じる。配送業務には応

募があるものの、営業職にはほとんどなく、

採用したとしてもすぐに退職してしまう。

＜コンビニエンスストア＞

正規雇用者で運営する仕組みになっていな

いので、パート・アルバイトをつなぎつなぎ

で雇用するしかない。全体としては非正規雇

用者数は増加しているが、離職者も多いた

め、なかなか安定しない。

＜運輸業＞

業界は３K業界の一つとして嫌われ、優秀

な人材確保に苦労している。これまで、労働

時間の短縮や定年延長等に可能な限り対応し

てきた。しかし、それらを愚直に実行すれば

するほど、業況は苦しくなる。

＜建設機械輸送＞

ドライバーは特殊な運転技術を要するた

め、人材が不足している。世代交代が必要だ

が、経験のあるドライバーがなかなかいな

い。自社で育成するにも、時間や余裕がな

い。

＜運輸業＞

定期的に新規採用は行う。事業維持のた

め、適正人員の確保とは別に、人材確保・育

成は継続しなければならない。

＜都市ホテル＞

業績悪化により、社員のモチベーションが

上がらない。人材育成も滞っている。

＜観光ホテル＞

人材確保の好機なので積極的に新規採用を

行いたいが、業績を考えると難しい。ただ、

１人でも採用することが社会貢献と考えてい

るので、努力したい。

＜観光ホテル＞

離職者が多いため、補充したいが良い人材

の応募は少ない。効率的な経営をするために

は、少数精鋭で業務運営する必要があり、良

い人材を採用できるかが大きな課題である。

＜建設コンサルタント＞

公共事業等の減少により今後の受注動向が

つかめず、退職者が出ても新規採用につなが

らない。

＜警備業＞

受注の増減に対応して雇用を確保してい

る。そのため、あらかじめ計画して雇用を確

保することは、状況によっては余剰人員を保

有することにつながる。

経営のポイント
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はじめに

� 情報発信力を身に付けた消費者

インターネットが始まったのは、約２０年も前の話。年々と進化を続け、利用する場面が増

えてきている。インターネットの登場により何が変わったのか、色々な事柄が考えられる

が、大きいのは消費者の情報発信力である。インターネットがない時代では、消費者や一個

人の声は、近所の道端や友人との会食などで伝わるだけであった。今では、ホームページや

ブログ（日記風のホームページ）で簡単に世界中に情報発信ができる。また、個人としてホ

ームページを持っていなくとも、色々なホームページで感想を投稿することができる。化粧

品や飲食店などのページで投稿された感想は、インターネット時代の口コミとして蓄積さ

れ、他の消費者にも伝わっていく。Yahoo！やgoogleなどの検索サイトでは、企業のホーム

ページと同様に個人のホームページやブログが検索される。これらの個人の発信する情報

は、現実の口コミと同様に受け止められ消費者が何かを選ぶ際に参考とされている。このよ

うに、今までの情報発信はマスメディアを通して行われ、大企業から消費者へ一方通行であ

ったが、インターネットの普及により大企業、中小企業、個人まで分け隔てなく双方向の情

報発信が可能な世の中となった。

� 情緒的価値へ消費者の基準が移っている

前々回の調査レポートにて情緒的な価値を紹介させていただいているが、消費者や企業担

当者の判断基準が、製品そのものから情緒的な価値へ移っている。これは、製品の機能や品

質、デザインやパッケージなどによって消費者から選ばれることが少なくなり、今までのや

り方では“価格競争に巻き込まれる”ということを示唆している。価格競争から脱却するた

めには、情緒的な価値を生み出すための新しい取り組みが必要であり、商品の持つ意味やこ

だわり、あっと驚かせる取り組み、期待を超える対応などの情緒に訴えることをより一層注

目していかなければいけない。

� お客様の声の活用水準は低い

消費者の価値基準が変わったということは、情緒的な価値である商品のもつ意味・スタイ

ル・こだわりなどの部分で、「これは私には合わない。」というお客様の声が出ているという

ことである。企業は、お客様の変化に合わせて企業自身も変化していかなければいけない。

しかし、変化のきっかけとなりうるお客様の声を重要視し、実際に活用している企業は少な

い。ある調査では満足がゆくまで活用ができていると答えた企業は３％未満であった。この

調査の母体にはコールセンターを持っている企業やISOに則り品質マネジメントシステムの

認証を受けている企業も含まれている。これらの企業ではコールセンターで直接お客様の声

を聞き、お客様にはアンケートをお送りし満足度調査を行っている。それにもかかわらずこ

経営のアドバイス

お客様の声の活用による価値創造
むらずみ経営グループ
経営コンサルタント

中小企業診断士 石堂 修
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A

B

のような企業がお客様の声を活用できていると答えられないのは、分析することができてい

ない、分析するための時間がない、収集し回覧しているが活用まで至っていない、という点

が理由である。

これらのことは何を意味しているのであろうか。これまでは資金が潤沢な企業でなければ行え

なかった情報発信が、インターネットの普及により中小企業であっても行えるようになった。同

時に消費者の価値基準は変わってきているにもかかわらず、企業側はお客様の声を活用しきれず

に、熾烈な価格競争に巻き込まれてしまうケースが多い。これからの企業活動では以上のような

変化に重きをおき、積極的にお客様の声を聞き、組織として改善に取り組み、インターネットに

より得た情報発信力でお客様とコミュニケーションしていくことが重要ではないだろうか。当レ

ポートでは、このような点に着目し、“お客様の声の活用による価値創造”を行う具体的な手法

として、“踏み込んだお客様の声”を集めること、“創造型会議に取り組むこと”について紹介す

る。

１．今までより“踏み込んだ”お客様の声を集める

１） 踏み込んだお客様の声とは何か

お客様の声、顧客満足度について話を進めると頭に浮かぶのは、アンケートではな

いだろうか。今回取り扱うお客様の声で利用したいのは、アンケートだけではなく、

“より踏み込んだお客様の声”である。具体的には次の図を参考にしてほしい。
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図のように、アンケートに代表される満足度調査では、自社のお客様を対象に行われ

るため「自社の提供した製品で満足されましたか？」という問いかけが主となる。こ

のため、競合企業や他の店舗から購入したお客様や、そもそもターゲットとしていな

い分類のお客様への調査が行われることは少ない。また、自社のお客様向けのアンケ

ートであってもすべての声が聞けるとは限らない。例えば、購入や契約を検討してい

るときには色々と考え、比較し、インターネットで検索し調べる。しかし、アンケー

トは購入後に記入することが多いため、その商品に対する感想や評価となりがちであ

り、検討時に比較した点などを細かく記入してもらえることは稀である。このような

ことから“踏み込んだお客様の声”とは、“自社のお客様以外も対象にし”、“お客様

が購入を検討している時の質問や疑問”や“お客様へ企業側から問いかけたときの反

応”のことを指している。このように今までより踏み込んでお客様の声として扱う理

由は、お客様の価値基準が変わってきたために、“お客様のニーズを自社の商品やサ

ービスによって満たすことができていない”という前提があるからだ。これからは、

より“踏み込んだお客様の声”を収集し、企業が変わっていくきっかけとなる重要な

情報として扱わなければならない。

２） 「うちは法人相手の商売だから関係ない。」は通用しない

お客様の声と言うと、消費者や個人の声と捉えられがちなため、法人相手に商売を

している企業から「うちには関係ない」という話をされることがある。しかし、これ

は間違いであり、法人相手の会社ではさらに踏み込んだお客様の声を集める必要があ

る。それは競合企業との競争が激しさを増す中で、より一層お客様の立場に立った提

案が求められるからだ。提案活動は今ではお客様と共同で何かを作り上げること、コ

ラボレーションやパートナーシップが重要になってきており、従来の一方的な提案営

業とは一線を画すものとなってきている。お客様の声にならない声を聞き、事情を把

握し、一緒に事業を考える中で、お客様が求めていることを聞くことが、法人をお客

様にしている企業にとっての踏み込んだお客様の声となる。

２．“踏み込んだお客様の声”の集め方

“踏み込んだお客様の声”は最前線の社員が毎日の仕事の中で聴いている。販売、営業、

受付、サポート、サービスなどの担当者は、実務としてお客様に対応しており、「この業務

は御社で扱っていますか？」「競合A社と比べるとどこが違うのか。」「そもそもこの製品は必

要なのだろうか。」「こんな服があったらと思っていたの。」など色々なコミュニケーションを

している。このような最前線で聞いている踏み込んだお客様の声を集めるときには、ひと工

夫して収集することが必要となる。それはこれらのお客様の声は企業として組織として取り

組まない限り、日々の仕事に埋もれてしまい、収集することは難しいからだ。次にお客様の

声を集めるときのポイントを上げるので参考にしてほしい。
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１） お客様の声を集める時のポイント

① 社員がお客様の声を毎日上げる習慣を作る

毎日の習慣として、お客様の声を上げることが重要である。そのためには、上げ

やすい仕組みを整備して、いつ、どのようにお客様の声をフィードバックするのか

を明確にすることが必要となる。よく利用されるのは報告書やITを利用した情報共

有ツール（グループウエア）、社内ネットワークの共有フォルダなどである。この

ような誰もが触れることができるツールを利用して情報伝達を行い、誰がどのくら

いお客様の声を上げているのかすぐにわかるようにする。また、毎日お客様の声を

上げることを意識し、お客様がどのような要望を持っているのか、組織として改善

すべきことは何かを考えながら日々の業務に取り組むことにより、各担当者で気づ

きが生まれる。

② 情報伝達のスピードと見せる化

お客様の声としてニーズやクレームがあったときには、いち早く組織として対応

していくことが重要である。ついては、お客様の声はスピーディに組織全体に伝え

ることにより効果が倍増する。また、スピーディに伝えることにより、同僚が聞い

たお客様の声をもとにして、自分のお客様の場合はどうなのかというように、自分

の業務にも発展させていくことができるようになる。

③ 声を上げることにも抵抗感があることを理解する

“踏み込んだお客様の声”は、必ずしも企業が望んでいる声だけが集まるとは限

らない。「提案した商品の価格が高い。」と言われることもある。また、「この価格で

この品質と機能なのか。」というように、企業が提供している商品やサービスとお

客様の認識にはギャップ（差）があることもある。「前に買った○○○はひどかった

ね」というようなクレームとも考えられる声もあるだろう。他にも企業が対象とし

ていないお客様層からの無理な要求もある。また、販売担当者が受ける製造現場へ

の要求などは、組織の輪を乱す可能性もあるので取り扱いに注意が必要である。経

営者やマネージャーはリーダーシップを取りながら、できるだけ色々な声が集まる

ように工夫し、現場に足を運び“フィードバックしにくいお客様の声にこそ価値が

ある”ことについて理解を促すことが重要である。

３．創造型会議でお客様の声から価値を創造する

“踏み込んだお客様の声”を集めたのは、情緒的な価値を生み出すために新しい取り組み

を行うためである。具体的には、次の５つのような取り組みだ。

① 既存製品の改善・改良 ② 製品・サービスの品質管理
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③ 新規製品・サービスの開発 ④ 新しい営業方針の立案

⑤ 販売促進のネタや事例作り

創造型会議とは“踏み込んだお客様の声”に着目して、新しい取り組みや改善・改良、新

規事業に取り組むための議論を行い、短期的な業績よりも斬新なアイディアやちょっとした

工夫を成果として重要視した会議である。このように説明文として書くのは簡単ではある

が、多くの企業では創造型会議が行われていない。なぜならば通常の会議（経営会議や役員

会、業績管理のための会議）は問題解決型とすることが普通であり、問題解決型会議は良い

面もあるが欠点もあるため創造型会議にはなり得ない。そのため、せっかく集めたお客様の

声も問題解決型会議では取り上げられることが少ない結果となる。したがって、お客様の声

を組織として活用するために、次に説明する問題解決型会議の欠点を理解し、創造型会議も

企業の仕組みとして必要であることを考えてほしい。

１） 問題解決型会議の欠点

当社には業績管理を支援して欲しいという依頼も多い。業績管理のための会議の多

くが、予算管理や計画による管理を行っており、創造型というよりも問題解決型であ

る。これらの問題解決型会議では予算数値や行動計画などの“目標”に集中して議論

を行う。その目標に対して現状の実績との差を“ギャップ・差異・差額”として考

え、これを問題とする。さらに掘り下げて今後の対策、挽回策や予測を議論し問題解

決を図るというスタイルが多い。このような問題解決型会議には、創造的な議論がで

きないという欠点がある。議論の発端が“目標に対してどうなっているか”としてい

るため、この欠点が生まれる。具体的に言うと、“目標は高く持て”ということが常

識であるため、「すべて達成しています。問題は全くありません。」という会議にお目

にかかることはほとんどない。そのため問題解決型会議には、必ず差異があり、穴埋

めをするための対策について議論することが会議のテーマとなる。これは当然組織と

して必要な視点であり、予算を設定していない会社であっても、前年比や競合他社に

比べ、どのように推移しているという視点で問題を議論している。このような会議の

場で、創造的に議論しお客様を満足させるためにどうしたらよいかと議論するのは、

大変困難である。仮に改善が必要な場合であっても、改善策や新しい取り組みはすぐ

に業績数値をもたらすことは少ないため話題にしにくい。「売上やコストダウンにはま

だ結びついていませんが、このような取り組みをしています。」という話があって

も、それはトップマネジメントの関心を引くことは少ない。また改善策や新しい取り

組みは費用がかかることが多い。そのため、「今のところ売上やコストダウンにはつ

ながっていませんが、費用や時間がかかっています。」という報告は、トップマネジ

メントの余計な関心を生む。このように数字ができていない場でさらに費用がかかる

ことを伝えることとなるため、話題にしにくいのは当然である。
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２） 創造型会議を会社の仕組みにする

問題解決型の会議だけで業績が上がることは稀である。新しい業績は新しい発想や

新しい取り組みからしか生まれてこない。創造型会議は、今までの会議とは一線を画

し、問題解決型会議とは日程や場所・時間を変えて新しい会議として行うことをお勧

めする。創造型会議では、議論の対象として「お客様の声」「新しい企画案や改善案

（社員の声）」を材料にした議論をする。「今月はこんな声があった」「何か面白い企画

案はないか」という探索活動から議論が始まり、最終的に「お客様視点での改善案」

「新しいアイディアや工夫」「新規事業へ発展できそうなこと」をアウトプットとして

出すことが目的だ。このため、会議に参加するメンバーには、より感性的で、前提を

打破する、創造的な議論を行うことが求められる。

３） 創造型会議運営のポイント

① 役員・幹部が参加すること

会議のリーダーとして、各部門に対して横断的に指示や人脈を持つ役員・幹部ク

ラスがいなければ、具体的な改善活動を実行するときに根回しを行いながら改善を

軌道に乗せることができない。
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② 改善活動にかける時間を割くこと

新しい取り組みは兼任では進まない、また、会議を行うだけでも進まない。した

がって、参加メンバーは改善活動への時間を取ることが必要である。週に１日であ

っても敢えて場所を変えるなどの工夫をして集中して取り組み、また、普段の業務

は役割分担や引き継ぎを行い工夫して時間を捻出する。

③ 最低月１回は定期開催すること

実施している取り組みの進捗共有と新しいお客様の声についての意見交換や調査

のために月１回は定期的に創造型会議を開催していくことが必要である。短期的な

業績を考えると、後回しにしてしまいがちであるために注意が必要である。経営会

議と同レベルの優先度で実施することと参加を義務付け、習慣として取り組むこと

が重要である。

④ 小さい改善や小さなアイディア企画から優先的に取り組む

まずは成功事例を作ることから始める。最初から困難であったり時間がかかる取

り組みを選ばない。大きな売上目標を持たせることや過度の期待をかけるとせっか

く良い芽が出そうであっても摘まれてしまうことになりかねない。

⑤ 費用対効果やコスト効果よりも新しい取り組みを行うことが大事

「その取り組みによる効果を金額で評価する」という視点を重要視する場合があ

るが、創造型会議ではそもそもどの程度の影響があるか未知数な場合が多いため、

金額での評価は２番目、３番目の評価項目とする。

⑥ 問題解決型会議にしない

創造型会議のために集まったはずなのに、問題解決型会議になってしまうとまっ

たく意味がない。しかし、陥りやすいポイントであるので、会議進行役は注意し

て、今の業績を議論する場ではないこと、短期的な業績を追うことだけではいけな

いことを伝えることが必要である。

⑦ 参加メンバーは、アイディア、事業への愛着・こだわりで選ぶ

新規事業や改善活動にどのような意味を持たせるか、斬新なアイディアが出せる

かがポイントになるため、右脳思考・デザインに強いメンバーや事業に深いこだわ

りや愛着があるメンバーが入ることも重要である。

⑧ トレジャーボックス（宝箱）を用意する

新しい取り組みやアイディアはそのすべてがすぐに実行できるものではない。当
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然、タイミングが合ってないものは時期尚早とされ却下されることとなる。このと

き、単純に却下としてゴミ箱行きとするのではなく、この企画は、「トレジャーボ

ックス（宝箱）に入れた」として管理する。このトレジャーボックスからは、また

別の機会に引っ張り出して今のタイミングではどうかと検討することが重要であ

る。新しい取り組みは企画提案者の思い入れがある。単に却下するのはあまりにも

勿体ない。また、一度却下された案件を再度上げるのは大変勇気がいり言いにく

く、却下された側のモチベーションは著しく下がる場合もある。ついては、トレジ

ャーボックスに保管しておき然るべき時に活用するように管理し、“却下ではな

く、今は実施しない”とすることが重要である。

まとめとして

情緒的な価値を生み出していくためには、踏み込んだお客様の声を聞き、創造型会議で新しい

取り組みを推進することが一つの方法となる。また、新しい取り組みを行うことで、情報発信す

るネタを作ることができ、企業として情報発信していくことができるようになっていく。お客様

へ継続して情報を提供していくことは、お客様との関係を強くし、信頼感の熟成にもつながる。

情緒的な価値には、その企業・商品に対する愛着やこだわりも含まれるため、継続的な情報発信

は重要な取り組みである。これらの情報発信を行う際のツールとして、せっかく普及したインタ

ーネットを企業として活用しない手はない。実際にブログなどで情報発信を始めると、お客様と

双方向でやり取りができることから、コミュニケーションのあり方が変わってきていると感じる

であろう。お客様の価値基準が変わってきているとき、企業はどのように変わっていくかが求め

られている。今回紹介した手法は一つの取り組み方であるが、ぜひ積極的に活用していただき、

価値を創造し続ける企業として変化していってほしい。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２
２１年度 p９０．１ △６．３ p８５．９ △９．０ p９２．９ △５．５ p８７．０ △８．４ p９１．２ △１１．６ p８９．６ △６．０

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ r ７４．２ △３４．６ ８９．０ △１８．１ r ７５．７ △３３．５ １０１．０ △１．７ r１００．０ △５．２
４～６月 ８５．２ △１８．５ r ７９．０ △２７．４ ８６．１ △１９．３ r ７９．５ △２７．３ ９８．２ △２．８ r ９６．１ △１０．３
７～９月 ８９．８ △１２．６ r ８３．２ △１９．４ ９２．６ △１０．６ r ８４．１ △１８．８ ９４．７ △７．６ r ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．８ r ８８．１ △４．３ ９５．４ △０．６ r ８９．１ △３．３ ９３．４ △９．３ r ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 p９４．２ １２．７ p９４．０ ２７．２ p９８．９ １１．１ p９５．４ ２６．４ p８９．３ △１１．６ p９４．０ △６．０
２１年 ３月 ８０．０ △２２．７ r ７３．０ △３３．８ ８５．０ △１８．４ r ７５．５ △３２．１ １０１．０ △１．７ r１００．０ △５．２

４月 ８３．８ △２０．０ r ７６．３ △３１．０ ８５．９ △１９．０ r ７７．１ △３０．８ ９９．１ △１．１ r ９７．９ △７．１
５月 ８５．９ △１８．９ r ７９．８ △２９．０ ８５．６ △２１．０ r ７９．７ △２９．６ ９９．６ △０．９ r ９７．３ △８．３
６月 ８６．０ △１６．７ r ８１．０ △２２．５ ８６．７ △１８．０ r ８１．８ △２１．９ ９８．２ △２．８ r ９６．１ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ r ８１．９ △２２．３ ８９．２ △１７．０ r ８２．９ △２１．６ ９４．６ △７．７ r ９５．５ △１０．６
８月 ９０．３ △１１．５ r ８３．１ △１８．３ ９３．２ △８．３ r ８３．８ △１８．４ ９４．７ △８．１ r ９５．０ △１０．３
９月 ９１．１ △８．５ r ８４．６ △１７．５ ９５．４ △５．８ r ８５．６ △１６．２ ９４．７ △７．６ r ９４．４ △１２．１
１０月 ９０．４ △７．７ r ８５．９ △１４．４ ９４．３ △６．０ r ８７．５ △１２．４ ９２．５ △９．０ r ９３．１ △１４．３
１１月 ９４．３ ０．０ r ８８．１ △２．９ ９６．９ ０．６ r ８８．８ △２．２ ９５．６ △５．６ r ９３．２ △１４．２
１２月 ９２．４ ３．１ r ９０．４ ６．４ ９５．０ ３．９ r ９０．９ ６．３ ９３．４ △９．３ r ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．８ r ９４．３ １８．９ １００．１ ７．２ r ９５．０ ２０．１ ９４．７ △６．１ r ９４．０ △１２．３
２月 r ９５．１ １４．４ r ９３．７ ３１．３ １０１．４ １３．３ r ９４．８ ２９．０ r ９１．８ △９．６ ９５．５ △７．５
３月 p９１．７ １５．６ p９４．０ ３０．７ p９５．２ １３．０ p９６．３ ２９．３ p８９．３ △１１．６ p９４．０ △６．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 p９２０，８５５△３．６ １９５，６５７△６．４ p２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ p６７４，７６９ △３．３ １２５，１１１ △５．１

２１年１～３月 ２２９，０６０△６．３ ４９，０８７ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，３２０ △５．４ ３０，９７３ △４．６
４～６月 ２２６，６３０△５．１ ４８，１５６ △６．６ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，０７６ △３．９ ３１，１６５ △４．１
７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９△７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 p２１９，０９３△２．５ ４６，９８６ △４．９ p ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ p１６１，５９３ △２．７ ３０，０９８ △５．０
２１年 ３月 ８０，４８２△７．９ １６，５１０ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，０３１ △５．９ １０，２４５ △４．９

４月 ７５，１０１△６．１ １５，９５４ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１△１１．３ ５５，６９９ △４．１ １０，３４３ △３．９
５月 ７６，６７７△４．１ １６，１８０ △６．４ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５６，８９４ △２．４ １０，５９１ △３．０
６月 ７４，８５２△５．１ １６，０２２ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，４８３ △５．３ １０，２３０ △５．４
７月 ７９，９２０△４．３ １７，３５６ △８．４ ２４，０８６ △３．５ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６２７ △６．０
８月 ７６，０２３△４．５ １５，７０４ △６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０９ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９ △５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９ △７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５ △９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１ △４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７ △５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ r １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ r ９，２６０ △３．３
３月 p ７５，９７１△３．５ p １５，８１６ △５．０ p １９，９９５ △３．５ p ５，９１５ △３．６ p ５５，９７６ △３．５ p ９，９０１ △５．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年６月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６７／本文　※柱に注意！／０２２～０２５　主要経済指標  2010.05.19 15.47.47  Page 22



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
２１年 ３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０

４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
２１年 ３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △８．３ ４６３，４０２ △２４．５

４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △１．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年６月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
２１年 ３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２

４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
２１年 ３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１

４月 ７２０ △１０．９ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年６月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 p３２２，６５３ △１４．５ p５９０，１３８ △１７．１ p９７７，２１４ △３７．１ p５３７，８０６ △２５．２

２１年１～３月 ６３，７６７ △３５．８ １１１，９１２ △４６．９ ２１８，８３３ △４４．８ １２０，９３７ △３６．８
４～６月 ５６，６３２ △４７．１ １２８，０９１ △３８．６ １９４，４３８ △５９．０ １１９，９１７ △３９．９
７～９月 ９６，３０５ △２０．４ １４４，６２２ △３４．４ ２３３，９３８ △５３．５ １３４，１３７ △３９．５
１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９

２２年１～３月 p ８４，８１０ ３３．０ p１６０，３４４ ４３．３ p２８３，４９６ ２９．５ p１４３，７４９ １８．９
２１年 ３月 ２２，７８２ △３７．７ ４１，８３８ △４５．５ ７７，１９８ △４２．８ ４１，８９２ △３６．４

４月 １９，２８２ △４５．６ ４１，９４７ △３９．１ ７６，５０４ △４３．４ ４１，４５７ △３５．５
５月 １９，６９９ △４３．４ ４０，２００ △４０．９ ６１，１９３ △６６．１ ３７，３８６ △４２．２
６月 １７，６５１ △５２．０ ４５，９４４ △３５．８ ５６，７４１ △６４．３ ４１，０７４ △４１．７
７月 ３６，２７０ △１７．１ ４８，４３０ △３６．５ ６８，３３４ △５５．０ ４４，７７３ △４０．６
８月 ２２，７５７ △４７．１ ４５，０９８ △３６．０ ７２，６０８ △５９．８ ４３，４４６ △４１．０
９月 ３７，２７８ ８．７ ５１，０９４ △３０．６ ９２，９９６ △４５．６ ４５，９１８ △３６．８
１０月 ３０，０２８ △２７．２ ５３，０８３ △２３．２ ８８，３０２ △４４．１ ４５，０８３ △３５．５
１１月 ２７，９５５ ２０．６ ４９，８８２ △６．３ ８０，７３９ △２０．６ ４６，２２９ △１６．７
１２月 ２６，９２３ ２８．６ ５４，１１７ １２．０ ９６，３０１ △０．０ ４８，６９１ △５．５

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ r ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 r ３３，２４３ ６２．６ r ５１，２７９ ４５．３ r ９２，００１ ４５．４ r ４４，７８３ ２９．５
３月 p ２９，３７３ ２８．９ p ６０，０４９ ４３．５ p ９６，７３１ ２５．３ p ５０，５６０ ２０．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４～６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７～９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２１年 ３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１
５月 １３１，１２９ ２．２ ５，６３１，１２６ ２．４ ９１，０１２ ２．１ ４，１６９，９９３ ３．６
６月 １３２，４７４ ２．３ ５，６８３，１５１ ２．５ ８９，９１１ ２．９ ４，１５９，４０６ ２．９
７月 １３０，６８３ １．８ ５，６２６，７９２ ２．５ ９０，１１３ ２．６ ４，１５２，７２４ ２．８
８月 １３１，１５２ １．７ ５，６１１，１３８ ２．６ ９０，１１５ ２．４ ４，１３７，８２６ ２．４
９月 １３１，３８０ ２．６ ５，６４２，５３７ ２．７ ９１，１６９ ２．４ ４，１６６，９９２ ２．６
１０月 １３１，９１４ ３．４ ５，５９７，３９４ ２．７ ９１，３０８ １．７ ４，１４４，５０６ １．３
１１月 １３２，００５ ２．７ ５，６５０，４５０ ２．４ ９１，２８０ １．１ ４，１３６，０８２ △０．０
１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年６月号
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